















































藤 井 秀 樹134
3) 理論負荷性とは､「われわれの知覚はわれわれが背景として持つ理論から完全に独立
ではありえない」ということをいう。この点の詳細については、Ryan, Scapens and


























（1）Schroeder, Clark and Cathey (2014), 11th ed., 加古・大塚監訳 (2004)。
（2）Scott (2014), 7th ed., 太田・椎葉・西谷訳 (2008)。











































（4）Christensen and Demski (2003), 1st ed., 佐藤監訳 (2007)。
（5）Hendriksen and van Breda (1992), 5th ed., 水田監訳 (1970)。
（6）Penman (2013), 5th ed., 杉本・井上・梶浦訳 (2005)。





Schroeder, Clark and Cathey (2014) では、Webster’s 11th New Collegiate
Dictionary (Boston : Houghton Mifflin, 1999) に依拠して、理論が､「相対的
に広範な状況に適用可能な、体系的に整序された知識。すなわち、ある特定
の現象の動態を分析し、予測し、あるいは説明するための、仮定、承認され
た原則、処理ルールの体系」(Schroeder, Clark and Cathey 2014, p. 1）と定
義されている。そして、理論のかかる定義を受けて､「観察された実務を説
明し、未知の実務を予測する一つのまとまった原理や因果関係を提供するこ










の役割」(role of accounting research）に関する説明があり、それは､「会計
研究が会計実務に与える影響を考えること」と「会計環境に関するわれわれ
の理解を深めること」(Scott 2014, p. 2122）とされている。
Wolk, Dodd and Rozycki (2012) では、会計理論は､「規制主体が会計ルー
ルを設定するさいの基礎となる基本的な前提、定義、原則および概念、なら
びにそれらの導出方法」(Wolk, Dodd and Rozycki 2012, p. 3）と定義されて
いる8)。そして、会計理論の役割は､「財務会計および財務諸表の表示の改善」
と ｢会計に関連する現象の説明と予測｣ に関連しているとされている (Wolk,
Dodd and Rozycki 2012, p. 3)。















































会計理論には大きく ｢規範的｣ (normative) なものと ｢記述的｣ (descrip-










の立場に最も近いのは、Schroeder, Clark and Cathey (2014) である。Scott
















ずである」という推論方法をいう。この点については差し当たり、藤井 (2011, 4 頁)
を参照されたい。






































他方、規範的理論の立場に立つWolk, Dodd and Rozycki (2012) が解説の
対象に取り上げている会計理論のなかには、実証主義の系譜に属する規制の
経済学（規制不要論としてのエージェンシー理論も含む)、効率的市場仮説



































第 1は、実証研究が､ 論文数では全体の 8割以上を占め、依然として会計






AR JAE JAR 合計 ％
実証研究 (Archival) 273 139 141 553 81.2
資本提供者 92 57 58 207 30.4
経営者 116 62 73 251 36.9
監査人 37 11 8 56 8.2
その他 28 9 2 39 5.7
実験研究 (Experimental) 53 0 6 59 8.7
数理分析 (Analytical) 25 7 14 46 6.8
その他 13 10 0 23 3.4
合計 364 156 161 681 100.0
AR : Accounting Review
JAE : Journal of Accounting and Economics




























期間の主要３ジャーナルに掲載されたのは J. A. Christensenだけであり、しかも掲載
論文は Christensen (2010) の１本のみである。
18) 実証主義的な色彩の強い会計学テキスト (Christensen and Demski 2003 ; Penman





































た（Schroeder, Clark and Cathey 2014, p. 4)。
以上のような萌芽的な需要に応えて出版されたのが、資本主理論の完成に
貢献したとされる Sprague (1901) (1907) ; Hatfield (1916) であり、経済学
の観点から会計的計算構造の説明を初めて試みたとされる Paton (1922) ;
Canning (1929) であった21)。そして、これらの著作で示された会計理論の



















「会計実務の差異の余地を狭めること」(Schroeder, Clark and Cathey 2014,
p. 6)、換言すれば､「同じものは同じに見えるように、異なるものは異なっ




Cathey 2014, p. 35）であった。こうして、1936年会計原則試案（AAA 1936)、
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22) この時期に公表された会計原則には、帰納的（inductive）なものと演繹的（deductive）
なものの 2種類がある。この点も含め、アメリカにおける会計原則設定史の経緯と特
徴については差し当たり、Hendriksen (1982, ch. 2) ; Schroeder, Clark and Cathey







について首尾一貫した [説明] 理論を展開」(AAA 1977, p. 6) した Paton and
Littleton (1940) や Littleton (1953) のような実証主義的な理論書も出版さ
れたのであった。
３．会計理論に対する承認の形成の失敗とその帰結


























欠如、⑥情報拡張の限界 (AAA 1977, ch. 3)。
つまり、AAA (1966) から AAA (1977) に至るまでの間に、新しい会計理
論（とりわけ意思決定者アプローチと情報経済学）の台頭を主たる作用因と







行していたのであるが（Sunder 2008, p. 5)、このことが、研究の領域にお
いては実証主義的理論に対する新たな需要を生み出していたのであった26)。
藤 井 秀 樹148
23) 古典的アプローチに属する文献としてレビューされているのは、Paton (1922) ;
Hatfield (1927) ; Canning (1929) ; Sweeney (1936) ; Gilman (1939) ; MacNeal (1939) ;
Paton and Littleton (1940) ; Alexander (1950) ; Littleton (1953) ; Edwards and Bell
(1961) ; Moonitz (1961) ; Sprouse and Moonitz (1962) ; Ijiri (1975) 等である。
24) 意思決定モデル・アプローチに属する文献としてレビューされているのは、AAA
(1936) ; Sanders, Hatfield and Moore (1938) ; AAA (1941) ; Paton and Littleton (1940) ;
May (1943) ; AAA (1966) ; AICPA (1973) 等であり、意思決定者アプローチに属する
文献としてレビューされているのは、Ball and Brown (1968) ; Fama (1970) 等である。









ア的工学」と対置される (Popper 1957, p. 66)｡「特定の資産評価法をどの
ような会社が適用し、どのような会社が適用しないのかを説明し予測するこ
とを目的としているが、会社がどのような方法を適用するべきかということ




















てなかった。AAA (1977, p. 3) が想定していた「普遍的に認められた基礎
的会計理論」は､「多様性への対応という点では十分に一般的でありかつ、
会計政策決定者への支援という点では十分に個別的な理論」であった。その
ような会計理論の開発を AAA (1977) は、FASB に託したのであった




















AAA (1977, p. 8) は､「[ある〕問題の諸側面を、他の諸側面に対する関
心を犠牲にしてのみ取り扱うことのできる多くの理論を、われわれは有して
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